
○原子力規制委員会設置法（平成２４年６月２７日法律第４７号）（抄） 

   附 則 

第六条 

７ 政府は、東日本大震災により甚大な被害が生じたことを踏まえ、原子力災

害を含む 大規模災害へのより機動的かつ効果的な対処が可能となるよう、大

規模災害への対処に当たる政府の組織の在り方について抜本的な見直しを行

い、その結果に基づき必要な措置を講ずる ものとする。 

 

 

○災害対策基本法等の一部を改正する法律案及び大規模災害からの復興に関す

る法律案に対する附帯決議 

（第１８３回国会 衆・災害対策特別委員会 平成 25年 5月 23日） 

一 大規模災害発生時の政府の対応については、必要な対応が漏れなく、かつ、

効率的に行われるよう、平素より、関係府省・部局の適切な業務分担及び密

接な連携の確保に努めるとともに、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、緊急災

害対策派遣隊（ＴＥＣ‐ＦＯＲＣＥ）等の既存の組織の法制化、更には救難・

救援その他災害対応に係る活動を一元的に指揮及び調整する権限を持つ組織

について、検討を進める こと。 

【同旨】 

○災害対策基本法等の一部を改正する法律案及び大規模災害からの復興に関す

る法律案に対する附帯決議 

（第１８３回国会 参・災害対策特別委員会 平成 25年 6月 12日） 

 

 

○強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱

化基本法（平成 25年 12月 11日） 抄 

 （国土強靱化の推進を担う組織の在り方に関する検討） 

第二十六条 政府は、大規模自然災害等への対処に係る事務の総括及び情報の

集約に関する機能の強化の在り方 その他の国土強靱化の推進を担う組織（本

部を除く。）の在り方について、政府の行政改革の基本方針との整合性に配慮

して検討を加え、その結果に基づいて 必要な法制上の措置を講ずる ものとす

る。 
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○国会 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会 報告書（平成２４年７月

５日） 抜粋 

 

■結論と提言 

 

【緊急時対応の問題】 

 

  いったん事故が発災した後の緊急時対応について、官邸、規制当局、東電経

営陣には、その準備も心構えもなく、その結果、被害拡大を防ぐことはできな

かった。保安院は、原子力災害対策本部の事務局としての役割を果たすことが

期待されたが、過去の事故の規模を超える災害への備えはなく、本来の機能を

果たすことはできなかった。 

 

  官邸は、発災直後の最も重要な時間帯に、緊急事態宣言を速やかに出すこと

ができなかった。本来、官邸は現地対策本部を通じて事業者とコンタクトをす

べきとされていた。しかし、官邸は東電の本店及び現場に直接的な指示を出し、

そのことによって現場の指揮命令系統が混乱した。さらに、15 日に東電本店内

に設置された統合対策本部も法的な根拠はなかった。 

 

 １号機のベントの必要性については、官邸、規制当局あるいは東電とも一致

していたが、官邸はベントがいつまでも実施されないことから東電に疑念、不

信を持った。東電は平時の連絡先である保安院にはベントの作業中である旨を

伝えていたが、それが経産省のトップ、そして官邸に伝えられていたという事

実は認められない。保安院の機能不全、東電本店の情報不足は結果として官邸

と東電の間の不信を募らせ、その後、総理が発電所の現場に直接乗り込み指示

を行う事態になった。その後も続いた官邸による発電所の現場への直接的な介

入は、現場対応の重要な時間を無駄にするというだけでなく、指揮命令系統の

混乱を拡大する結果となった。 

 

 東電本店は、的確な情報を官邸に伝えるとともに、発電所の現場の技術的支

援という重要な役割を果たすべきであったが、官邸の顔色をうかがいながら、

むしろ官邸の意向を現場に伝える役割だけの状態に陥った。3 月 14 日、2 号機

の状況が厳しくなる中で、東電が全員撤退を考えているのではないかという点

について、東電と官邸の間で認識のギャップが拡大したが、この根源には、両

者の相互不信が広がる中で、東電の清水社長が官邸の意向を探るかのような曖

昧な連絡に終始した点があったと考えられる。ただし、①発電所の現場は全面

退避を一切考えていなかったこと、②東電本店においても退避基準の検討は進

められていたが、全面退避が決定された形跡はなく、清水社長が官邸に呼ばれ
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る前に確定した退避計画も緊急対応メンバーを残して退避するといった内容で

あったこと、③当時、清水社長から連絡を受けた保安院長は全面退避の相談と

は受け止めなかったこと、④テレビ会議システムでつながっていたオフサイト

センターにおいても全面退避が議論されているという認識がなかったこと等か

ら判断して、総理によって東電の全員撤退が阻止されたと理解することはでき

ない。 

 

  重要なのは時の総理の個人の能力、判断に依存するのではなく、国民の安全

を守ることのできる危機管理の仕組みを構築することである。 

 

 当委員会は、事故の進展を止められなかった、あるいは被害を最小化できな

かった最大の原因は「官邸及び規制当局を含めた危機管理体制が機能しなかっ

たこと」、そして「緊急時対応において事業者の責任、政府の責任の境界が曖昧

であったこと」にあると結論付けた（提言 2に対応）。 

 

【被害拡大の要因】 

 

  事故発災当時、政府から自治体に対する連絡が遅れたばかりではなく、その

深刻さも伝えられなかった。同じように避難を余儀なくされた地域でも、原子

力発電所からの距離によって事故情報の伝達速度に大きな差が生じた。立地町

でさえ、3km 圏避難の出た 21 時 23 分には事故情報は住民の 20％程度しか伝わ

っていない。10km圏内の住民の多くは 15条報告から 12時間以上たった 3月 12

日の朝 5時 44分の避難指示の時点で事故情報を知った。しかしその際に、事故

の進展あるいは避難に役立つ情報は伝えられなかった。着の身着のままの避難、

多数回の避難移動、あるいは線量の高い地域への移動が続出した。その後の長

期にわたる屋内避難指示及び自主避難指示での混乱、モニタリング情報が示さ

れないために、線量の高い地域に避難した住民の被ばく、影響がないと言われ

て 4 月まで避難指示が出されず放置された地域など、避難施策は混乱した。当

委員会は事故前の原子力防災体制の整備の遅れ、複合災害対策の遅れとともに、

既存の防災体制の改善に消極的であった歴代の規制当局の問題点も確認してい

る。 

  

 当委員会は、避難指示が住民に的確に伝わらなかった点について、「これまで

の規制当局の原子力防災対策への怠慢と、当時の官邸、規制当局の危機管理意

識の低さが、今回の住民避難の混乱の根底にあり、住民の健康と安全に関して

責任を持つべき官邸及び規制当局の危機管理体制は機能しなかった」と結論付

けた（提言 2に対応）。 
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提言 2：政府の危機管理体制の見直し 

 

 緊急時の政府、自治体、及び事業者の役割と責任を明らかにすることを含め、

政府の危機管理体制に関係する制度についての抜本的な見直しを行う。 

 

１）政府の危機管理体制の抜本的な見直しを行う。緊急時に対応できる執行力

のある体制づくり、指揮命令系統の一本化を制度的に確立する。 

２）放射能の放出に伴う発電所外（オフサイト）の対応措置は、住民の健康と

安全を第一に、政府及び自治体が中心となって、政府の危機管理機能のもと

に役割分担を行い実施する。 

３）事故時における発電所内（オンサイト）での対応（止める、冷やす、閉じ

込める）については第一義的に事業者の責任とし、政治家による場当たり的

な指示・介入を防ぐ仕組みとする。 
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○東日本大震災復興加速化のための第４次提言（自由民主党・公明党 平成  

２６年８月６日）抜粋 

 

５．原発事故・災害対策 

（４）将来の複合災害対応 

今次の大震災から学んだこととして、われわれの役割の範疇を越えるこ

とではあるが、将来における同時複合災害の発生への対応に万全を期す

必要があることを指摘する。 

○ 同時複合災害の発生に的確な初動対応をするため、自衛隊、海上保安庁

という国の機関、警察、消防などの自治体の機関を機動的に動員し、また

はこれらと連携することができ、平時にあっても救助・復旧に関する研究、

機材の開発、訓練等を総合的に対応する「緊急事態管理庁（仮称）」等の

設置を至急検討 すること。 

○ また、原子力規制委員会の独立性・中立性を尊重し、現行の体制を堅持

すべきである一方、特に原子力防災体制については、その充実と強化が喫

緊の課題であり、内閣の責任において万全の対応を取る必要がある。 

このため、上記の検討を待たずに、原子力防災会議（平時）副議長およ

び原子力災害対策本部（発災後）副本部長である原子力防災担当大臣を支

える専任の常駐職員を配置し、担当大臣をトップに一元的に地元対応がで

きる体制を早急に構築 すべきである。 
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